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■  新規出店数のエリア別割合（件数）

•成長率は対前年比＋5％。市場規模は緩やかに拡大
•フレキシブルオフィスの東京オフィス市場に占める割合は
対前年比+0.1ポイントの3.4％

•企業の「人材確保」や「多様な働き方」のニーズに対応するため、付帯設備の充実した高グレードの
ビルへの入居割合が増加

•新規出店数に占める主要5区の割合が、引き続き増加
•新規出店数の面積別割合において、拠点当たり200坪以上の大型が増加
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東京オフィスストック* に占める

フレキシブルオフィス面積割合

3.4 % 前年比 ＋0.1ポイント
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■  新規出店数の面積別割合（件数）
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■ 東京フレキシブルオフィス市場規模の推移

*東京23区オールグレードオフィスストック 2025年Q4時点
Note: 新たに情報（面積、開設・閉鎖など）が判明した場合は過去に遡って修正している

新規出店の傾向
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■  グレード別

  新規出店件数の割合
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•フレキシブルオフィスを利用している企業のほうが人材採用が進んでいる割合が多い。
職選びの際に「勤務可能な場所の柔軟性」を重視している社員が多いことも背景とみられる

■  フレキシブルオフィスの利用と人材採用計画との関係
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勤務可能な場所…
健全なワーク・ライフ・バランス…
交通利便性の高いオフィス立地

勤務可能な時間（時間帯、勤務日）…
会社の使命／価値観に共感できること

会社の経営陣の信用

フレキシブルオフィス利用と人材の採用計画との関係 今後の利用方針とオペレーターの動向

■  現在または将来の職選びの際に検討する主な要素（一般社員）

■  今後2~3年のフレキシブルオフィスの利用意向（経営層）

26%

2%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用を増やす／始める 利用を減らす／やめる
席数や面積は変えずに利用を続ける 今後も利用する予定はない

オペレーター ブランド 都市・物件名 オープン時期

Regus Signature 東京 新宿アイランドタワー 2026.2

東京建物 EXEVIA 東京 TOFROM YAESU TOWER 2026.3

WeWork WeWork 札幌 THE VILLAGE SAPPORO 2026.5

サーブコープ Servcorp 大阪 クオーツ心斎橋 2026.7

WeWork WeWork 福岡 西日本シティビル 2026.9

JustCo JustCo 横浜 BASEGATE横浜関内タワー 2026後半
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•今後フレキシブルオフィスの利用を増やすと回答した企業の割合は減らすと回答した
割合を大きく上回る

•オペレーターの好立地・高グレード物件、地方都市への出店は継続

■  オペレーターの動向

出所: 主催: 日本経済新聞社メディアビジネス調査: 日経リサーチ 調査協力: CBRE「オフィスの利用状況に関する調査」2025年7月
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給与、報酬
福利厚生

勤務可能な場所（自宅、オフィス、その他）が柔軟である
健全なワーク・ライフ・バランスに対する会社の取り組み

交通利便性の高いオフィス立地
勤務可能な時間（時間帯、勤務日）が柔軟である

会社の使命／価値観に共感できること
会社の経営陣の信用 n=1,161

出所: 主催: 日本経済新聞社メディアビジネス調査: 日経リサーチ 調査協力: CBRE「オフィスの利用状況に関する調査」2025年7月
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